
援付き  （2）有料老人ホーム及び生活  

高齢者住宅の在り方   
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日本は、各国と比較して、全高齢者における高齢者住宅の整備割合が低い。
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有料老人ホーム  高齢者専用賃貸住垂   

法律   老人福祉法   高齢者居住安定確保法施行規則   

高齢者を入居させ、食事の提供、介護の提供、洗濯掃除等の家事、健康管理のう  一定基準を満たし都道府県知事へ登録されたも  ののうち、専ら高齢者の単身・夫  
定義  ちいずれかのサービスを提供しているもの   婦世帯を賃借人とする賃貸住宅について、住宅  

スに関する事項を開示し情報提供を行うもの   

提供するサービス内容に応じて設置   ・各戸の床面積が原則として25ポ以上であるこ  と  

・一般居室（個室）又は介護居室（個室で13ポ以上）、   （居間、食堂、台所等高齢者が共同して利用するため十分な面積を有する場合に  

・一時介護室・医務室（又は健康管理室）・機能訓練室   あたっては18ポ以上）  

・談話室（又は応接室）・食堂・浴室・便所・洗面設備・事務室   順則として各戸に台所、便所、収納設備、洗面設備、浴室を備えていること           仙  

・宿直室・洗濯室・汚物処理室・職員室・健康、生きがい施設   （共用部分に共同して利用するため適切な台所  ：、収納設備又は浴室を備えた場合  

設備要件  
・廊下幅  は、各戸が水洗便所と洗面設備を備えていれl  

※すべての介護居室（1室当たり18ポ以上）で、居室内に便所及び  ※高齢者居住安定確保計画で別に定める場   

洗面設備が設置されている場合  定確保計画で定める基準とすることができる。   

・1．8m（中廊下2．7m）  ■1．4m（中廊下1．8m）  ※上記以外の場合  

入居者の数及び提供するサービスの内容に応じて適宜配置  

］   

なし  
人員基準  

一時金、   

［歪慧警員諾讐孟遠雷能訓練指導員・栄養士・生活相談員  

一時金の算定根拠の明示及び保全措置の義務化   前払家賃等の算定根拠の明示及び保全措置甲  義掛ヒ   

前払家賃等  （500万円か返還債務残高のいずれか低い方の金額）   （500万円か返還債務残高のいずれか低い方  の金額）   

契約形態   
・利用権方式  

・賃貸借方式   
賃貸借方式   

行政監督   
都道府県知事（福祉部局）への届出   都道府県知事（住宅部局）への登録  

報告徴収、立入検査、改善命令   報告徴収、指示、登録の取消   

所管省庁  厚生労働省   国土交通省   

定員（戸）数  208．827人（H21．7）   29，766戸（H21，3）  
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都道府県（指定登録機関）   

情  

二情報の十元化  

1′・∴▲J  

契約   賃貸借   ヱ曹  
高齢者単身・   

※Ⅰ～Ⅲについては、平成21年8月19日、Ⅳについては平成22年5月19日（登録申請受付は平成21年11月19日）に施行64   



高齢者等居住安定化推進事業（国土交通省平成22年度予算：160億円）  

＜要件＞  

住宅の要件   

○原則25ポ以上  
※共同利用の居軌食堂、台所等が十分な面積を有する  
場合は18nて以上   

○原則、台所、水洗便所、収納設備、浴室の設置   
○原則3点以上のバリアプリ「化   

（手すりの設置、段差の解消、廊下幅の確保）  
※改修の場合であって物理的・経済的に困難な場合は  

この限りではない。  

○高齢者生活支援施設を合  

場 声は、粗  築・併設する   

サービスの要件  

○緊急通報及び声否確認サービス  

○   

サービス事業者の職員  

・ヘルパー2級以上の資格を有する者  

○上記の者が常駐するために必要なス些二   

設けること  

＜補助率＞   

住宅：  

新築1／10（上限100万円／戸）  

改修1／3（上限100万円／戸）   

高齢者生活支援施設：  

新築1／10（上限1′000万円／施設）  

改修1／3（上限1，000万円／施設）  
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その他の要件  

○原則高齢者専用賃貸住宅として10年以上登録す   

ること  

○高齢者居住安定確保計画等地方公共団体との   

整合等を地方公共団体が確認したもの  



的に整備。  
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■土地をURより賃借して高齢者専用賃貸   促
 
「
題
 
 

めざす。  学習塾も併設し、高齢者と子供、地域住民の  

介護型   

戸数   24戸   57戸   

住戸面積   35．65～70．41ポ   18．06～22．96ポ   

105，000～188，000円  75，000～79，000円   

共益費   4，600～7，500円   20，000円   

サービス費  26，250～32，550円   32，550円  

併設事業所等：   

訪問介護、通所介護、短期入所   
居宅介護支援   

学習塾（事業者グループ会社の経営）  

テナント：クリニック、調剤薬局  
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＜戦略目標：2020年目途＞  

・高齢者人口に対する高齢者向けの住まいの割合を欧米並み（3－5％）とする。  
［参考］日本0．9％（2005）′デンマーク8．1％（2006）′スウェーデン2．3％（2005）′イギリス8．0％（2001）′アメリカ2・2％（2000）  

＜課題に対応した嘩策案＞  

早期に実現を目指すもの（平成23年度概算要求を含む。）  
①医療1介護などのサービスと一体となった住宅の供給を促進するため、民間事業者等によるサービ  
ス付き高齢者賃貸住宅の法律上の位置づけを明確化し、その供給支援や適切な運営の確保を図る。  
具体的には、将来I±わたって適切なサービスが行われるよう、サービス付き高齢者賃貸住宅登録制度  
等の導入や、事業者に対するファイナンスの確保（高齢者向け賃貸住宅融資など）、持家からの住替え  
支援（住替えの際の一時金等へのリバースモーゲージの拡充）などを行う。  

②地域の活力を生み出す新たな仕掛けとして、公共賃貸住宅団地を地域の福祉拠点として再整備す  

二  

により導入する。 ′  

③高齢者の生活自立をサポートする住宅設備技術の標準化の普及促進を随時行う。  

【クリアすべき課題】  

一厚生労働省との嘩携が必要である。住宅設備技術の標準化については、経済産業省との連携（高齢  
者■障害者配慮設計指針一任宅設備機器（JISSOO24））が必要。  
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1．未届の有料老人ホームに該当しうる施設の届出に係る指導状況について（平成21年10月31日現在）  

件翠   割 合   

平成21年4月30日時点の未届の有料老人ホームに該当しうる施設数  坐出生  

平成21年5月1日以降に把握した未届の有料老人ホームに該当しうる施設数  163件  

有料老人ホーム非該当等  44件  

有料老人ホームに該当しうる施設数  5申件   100．0％  

平成21年10月31日まで届出済   176件   31．2％ 

平成21年10月31日まで未届   68．8％   

※1「有料老人ホームに該当しうる施設」には、現在実態把握中のものを含む。  

※2「非該当等」と判断されたものは、その後の実態把握の結果、食事等のサービスを提供していなかったものや、入居者がなく遷宮  

の実態そのものがなかったもの、など。   

2．消防庁発表の未届有料老人ホームのフォローアップ調査結果（平成21年10月31日現在）  

何らかの消防法令違反があるもの  68．7％  

スプリンクラー設備  

自動火災報知設備  

消防訓練の実施   

主な違反内容  11．3％  

6．5％  

38．7％ 等  

3．国土交通省発表の未届有料老人ホームのフォローアップ調査結果く平成21年9月30日現在）  

建築基準法令に関する違反を把握したもの  63．9％  
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東京都消費生活センターが受け付けた苦情種別順位の経年推移（平成16年－19年）  

－MECONIS（東京都消責生活相談情報オンラインシステム）情報から－  

（複数回答）  

順位  平成16頑       （44件）  平成17年度（64件）  平成18年度（96件）   平成19年度（109性）   

1  解糸  掲   凪  返金  囲  解約   田  解約   田   

2  返金  眼  解約  眼  返金   園  返金   田   

3  高価    格・料   金  
阻  契約  書・書面  Ⅷ  説明不足   囲  説明不足   田   

田  保証金等  9  信用    国  11  契約書・書面   凪  契約   4   

5  説明      、足  8  契約  阻  ルーム処理   田  高価格・料金   1旦   

6  契，  約  
1   8  高価   格爛  金   阻  契約   眼  契約書・書面   田   

了  信用    国  了  説明不足  9  保証金等   眼  信用性   田   

8  約束     不履‘  行   ‖   6  保証金等  9  信用性   四  約束不履行   眼   

9  クレーム処王       ヨ   田  潮束不履者    t■■■ 丁   7  約束不履行   四  他の接客対応   四   

阻  契．  約書・書面  3  クレーム処理  6  高価格欄金   9  クレーム処理   Ⅷ   
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○ 高齢社会をよくする女性の会（平成22年4月）  

一 都道府県に適合高齢者専用賃貸住宅の届出をせず介護サービスを提供する   

高齢者専用賃貸住宅については、有料老人ホームの届出をするか、特定施設とし   
て指定事業者になるよう指導を。  
・すべての都市計画で高齢者住宅を核とした人生100年型仕様を。  

○ 地域包括ケア研究会報告書（H22．4．26）  
・終の棲家として、諸外国に比して整備が遅れている高齢者住宅の整備と在宅拠   
点整備を国交省と連携して計画的に整備する。その際、地方の空き家や都会の賃  
貸アパート等既存の資源を活用する。  
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高齢者の住まいに関する論点   

i  

1
 
 高齢者の住まいについて、国際的に比較して不足している現状を踏まえ、  

を促進するか。  どのように供   

2生活支援サナビスの付いた高齢者住宅について、医療、介護サービスを  
どのようにパッケージ化していくべきか。  

3一方、未届有料老人ホームについて、防火安全体制の確保や、入居一時金   
の保全など、入居者保護をどのように図るか。  

4 有料老人ホTムと生活支援サービス付き高齢者専用住宅について、どのよう  

に整合性を取っていくか。  

き          茎  
＿＋     き  
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